
市は、京田辺市バリアフリー基本
構想（※ 1）の策定に取り組んでい
ます。
市民のみなさんにも策定に参画し
てもらうため、タウンウォッチン
グ（※ 2）（ワークショップ〈※ 3〉）
を開きますので、ぜひ参加してくだ
さい。
日時＝ 8月 8 日㈰午前 8時 45 分
～午後 0時 30 分
集合場所＝市役所
対象＝市内に在住・通勤・通学す
る人
内容＝市役所庁舎・JR京田辺駅・
近鉄新田辺駅周辺を 3班に分かれて
調査します。班分けは市が行います
募集人数＝ 30 人
幅広い層からの参加を求めていま
すので、多数の場合は、地域・年齢・
性別を総合的に判断し、選考します。

結果は、全員に郵送します
応募方法＝住所・氏名・年齢・性
別・電話番号・職業（他市に住んで
いる人で本市に通勤・通学する人は、
事業所名または学校名）を書き、持
参・郵送・電子メールで応募してく
ださい
しめきり＝ 7月 15 日㈭午後 5時

（郵送は必着）
応募・問合せ先＝都市計画課

（〒 610-0393 京田辺市田辺 80、☎
63-1219、メールアドレス keikaku@
kyotanabe.jp）

7 月は福祉医療費制度（老人・
障害・母子）を受けている人の「福
祉医療費受給者証」の切り替え月
です。現在交付を受けている人に
は、申請書などを郵送しています。
申請書の提出期限が過ぎています
ので、未提出の人はすぐに提出し
てください。
新しい受給者証は、申請書を受
け付け審査した後に、郵送します。
8月 1日㈰からは、新しい受給者
証で受診してください。
福祉医療費のうち老人医療は、
世帯構成や前年の収入額によって
「該当」か「非該当」が決まります。
非該当の判定になった場合は、通
知します。負担割合は、本人と扶

養義務者の課税所得により、3割
負担となる場合があります。
また、非課税世帯で「福祉医療
費の一部負担金限度額適用認定
証」を持つ人も更新となりますの
で、必要な人は 7月末までに申請
してください。
前年度に該当しなかった人で、
世帯構成の変動や収入の減少など
で今年度は該当すると思う人も、
7月末までに申請してください。
制度名・対象者・助成内容＝上
表のとおり
申請に必要なもの＝健康保険
証・印鑑
申請・問合せ先＝国保医療課（☎

64-1374）

経
済
的
に
国
民
年
金
保
険
料
を
納

め
る
こ
と
が
困
難
な
場
合
は
、
保
険

料
の
納
付
が
免
除
ま
た
は
猶
予
さ
れ

る
制
度
が
あ
り
ま
す
。

保
険
料
の
免
除
や
猶
予
を
受
け
ず

未
納
状
態
で
障
が
い
や
死
亡
な
ど
不

慮
の
事
態
が
発
生
し
た
と
き
は
、
障

害
基
礎
年
金
や
遺
族
基
礎
年
金
を
受

け
る
こ
と
が
で
き
な
い
こ
と
が
あ
り

ま
す
。早
め
に
申
請
し
て
く
だ
さ
い
。

継
続
承
認
以
外
は
毎
年
度
申
請
が
必

要
で
す
。
学
生
は
、
学
生
納
付
特
例

制
度
を
ご
利
用
く
だ
さ
い
。

【
免
除
制
度
】

対
象
＝
２０
歳
か
ら
６０
歳
未
満
の
人

（
任
意
加
入
者
を
除
く
）

内
容
＝
本
人
・
世
帯
主
・
配
偶
者

の
前
年
ま
た
は
前
々
年
の
所
得
を
基

準
と
し
、
一
定
額
以
下
の
場
合
に
、

保
険
料
の
納
付
が
、
全
額
・
４
分
の

３
・
半
額
・
４
分
の
１
免
除
と
な
り

ま
す【

若
年
者
納
付
猶
予
制
度
】

対
象
＝
３０
歳
未
満
の
人
（
任
意
加

入
者
を
除
く
）

内
容
＝
本
人
・
配
偶
者
の
前
年
ま

た
は
前
々
年
の
所
得
な
ど
を
基
準
に

審
査
し
ま
す
。納
付
猶
予
の
期
間
は
、

年
金
額
に
反
映
し
ま
せ
ん

【
免
除
・
猶
予
の
承
認
期
間
】

申
請
し
た
日
の
年
度
（
平
成
２２
年

７
月
～
同
２３
年
６
月
）。
年

度
途
中
で
も
、
そ
の
年
度
の

７
月
ま
で
さ
か
の
ぼ
っ
て
承

認
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま

す
が
、
事
故
や
病
気
で
障
が
い
が

残
っ
た
と
き
は
、
障
害
基
礎
年
金
を

受
け
取
る
こ
と
が
で
き
な
い
こ
と
が

あ
り
ま
す

７
月
は
、
平
成
２１
年
度
の
申
請
も

受
け
付
け
ま
す
。

【
申
請
に
必
要
な
も
の
】

▼
年
金
手
帳
▼
印
鑑
（
自
筆
の
場

合
は
不
要
）
▼
退
職
し
た
人
は
、
雇

用
保
険
被
保
険
者
離
職
票
ま
た
は
雇

用
保
険
受
給
資
格
者
証
（
コ
ピ
ー

可
）。
雇
用
保
険
未
加
入
の
人
は
ご

相
談
く
だ
さ
い
▼
平
成
２２
年
１
月
２

日
以
降
に
転
入
し
た
人
は
、
同
２２
年

１
月
１
日
に
住
ん
で
い
た
市
区
町
村

発
行
の
所
得
・
課
税
証
明
書
ま
た
は

非
課
税
証
明
書
（
７
月
中
に
平
成
２１

年
度
の
申
請
を
す
る
場
合
は
、
同
２１

年
１
月
１
日
に
住
ん
で
い
た
市
区
町

村
発
行
の
も
の
）

な
お
、
平
成
２１
年
３
月
３１
日
以
降

の
失
業
を
理
由
に
申
請
す
る
場
合

は
、
退
職
者
雇
用
保
険
受
給
資
格
者

証
ま
た
は
離
職
票
の
写
し
（
公
務
員

は
退
職
辞
令
書
の
写
し
）
を
持
参
し

て
く
だ
さ
い
。

【
問
合
せ
先
】

▼
市
民
年
金
課
（
☎
６４
・

１
３
３
３
）
▼
京
都
南
年
金
事
務
所

（
☎
０
７
５
・
６
４
３
・
２
５
４
７
）
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市
は
、
市
民
の
み
な
さ
ん
と

非
核
平
和
へ
の
取
り
組
み
を
進

め
、
世
界
的
な
核
兵
器
廃
絶
へ

の
潮
流
を
さ
ら
に
高
め
る
た

め
、
非
核
平
和
都
市
宣
言
を
計

画
し
て
い
ま
す
。
宣
言
文
の
起

草
は
、
京
田
辺
市
平
和
都
市
推

進
協
議
会
に
依
頼
し
、
同
協
議

会
に
起
草
委
員
会
が
設
置
さ
れ

協
議
さ
れ
ま
す
。

【
起
草
委
員
を
公
募
】

同
協
議
会
は
、
非
核
平
和
都

市
宣
言
の
起
草
に
広
く
市
民
の

み
な
さ
ん
に
参
加
し
て
い
た
だ

く
た
め
、
非
核
平
和
都
市
宣
言

起
草
委
員
会
の
委
員
を
募
集
し

ま
す
。

応
募
資
格
＝
市
内
に
住
所
を

有
す
る
１８
歳
以
上
の
人

委
員
会
＝
５
回
程
度
（
第
１

回
委
員
会
…
８
月
６
日
㈮
、
午

後
１
時
３０
分
か
ら
）

募
集
人
数
＝
２
人

任
期
＝
８
月
か
ら
平
成
２３
年

３
月
ま
で
。
報
酬
は
あ
り
ま
せ

ん
応
募
方
法
＝
応
募
動
機

（
６
０
０
字
程
度
・
様
式
自
由
）・

住
所
・
氏
名
・
年
齢
・
性
別
・

職
業
・
電
話
番
号
を
書
い
て
、

郵
送
ま
た
は
持
参
し
て
く
だ
さ

い
。
結
果
は
、
書
面
で
お
知
ら

せ
し
ま
す

し
め
き
り
＝
７
月
２０
日
㈫

（
必
着
）

応
募
・
問
合
せ
先
＝
平
和
都

市
推
進
協
議
会
事
務
局
（
総
務

室
内
、
☎
６４
・
１
３
３
７
）

市
は
、
非
自
発
的
失
業
者
の

国
民
健
康
保
険
税
（
国
保
税
）

の
負
担
を
軽
減
し
ま
す
。

対
象
者
は
申
請
す
る
と
、
前

年
の
給
与
所
得
を
１
０
０
分
の

３０
と
し
て
国
保
税
を
算
定
し
ま

す
。
ま
た
、
高
額
療
養
費
の
所

得
区
分
の
判
定
も
同
様
に
算
定

し
ま
す
。

対
象
者
＝
次
の
条
件
す
べ
て

に
該
当
す
る
人

①
市
国
保
に
加
入
し
て
い
る

②
雇
用
保
険
受
給
資
格
者
証
の

離
職
年
月
日
が
平
成
２１
年
３
月

３１
日
以
降
③
雇
用
保
険
受
給
資

格
者
証
の
離
職
理
由
欄
の
数
字

が
下
表
の
い
ず
れ
か
の
人
（
特

定
受
給
資
格
者
・
特
定
理
由
離

職
者
）

国
保
税
の

軽
減
期
間
＝

離
職
日
の
翌
日

に
属
す
る
月
か

ら
そ
の
翌
年
度

末
ま
で
（
平
成

２２
年
３
月
３０
日

以
前
の
離
職
者

は
同
２２
年
度
限
り
）

申
請
に
必
要
な
も
の
＝
京
田

辺
市
国
民
健
康
保
険
被
保
険
者

証
・
雇
用
保
険
受
給
資
格
者
証
・

印
鑑雇

用
保
険
受
給
資
格
者
証
を

紛
失
・
滅
失
し
た
人
は
、
管
轄

の
公
共
職
業
安
定
所
で
再
交
付

を
受
け
て
く
だ
さ
い
。

問
合
せ
先
＝
国
保
医
療
課

（
☎
６４
・
１
３
３
２
） 市

は
、
市
営
住
宅
の
入
居
希
望

者
を
募
集
し
ま
す
。

団
地
名
・
募
集
戸
数
・
家
賃
な

ど
＝
下
表
の
と
お
り

入
居
時
期
＝
９
月
上
旬

応
募
資
格
＝
▼
①
～
⑤
を
す
べ

て
満
た
す
人
▼
①
～
④
を
満
た
す

６０
歳
以
上
の
単
身
者
（
経
過
措
置

と
し
て
昭
和
３１
年
４
月
１
日
以
前

に
生
ま
れ
た
人
も
含
む
）

①
市
内
に
住
所
が
あ
り
、
現
在

住
宅
に
困
っ
て
い
る
こ
と
が
明
ら

か
な
人
②
連
帯
保
証
人
が
２
人
い

る
（
原
則
と
し
て
市
内
に
在
住
す

る
人
）
③
基
準
収
入
額
に
該
当
す

る
④
申
込
者
・
同
居
し
よ
う
と
す

る
親
族
が
暴
力
団
員
で
な
い
⑤
同

居
す
る
親
族
か
同
居
し
よ
う
と
す

る
親
族
（
婚
約
者
を
含
む
）
が
い

る
な
お
、
単
身
者
入
居
の
資
格
は

条
件
が
あ
り
ま
す
の
で
、
案
内
書

や
開
発
指
導
課
で
確
認
し
て
く
だ

さ
い
。

申
込
方
法
＝
入
居
申
込
書

（
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か
ら
ダ
ウ
ン

ロ
ー
ド
で
き
ま
す
）
を
書
い
て
、

受
付
会
場
で
申
し
込
ん
で
く
だ
さ

い
。世
帯
全
員
の
住
民
票
と
所
得
・

課
税
証
明
な
ど
が
必
要
で
す
。
郵

送
で
の
応
募
は
で
き
ま
せ
ん

募
集
案
内
・
申
込
書
交
付
場
所

＝
市
役
所
３
階
開
発
指
導
課
・
三

山
木
福
祉
会
館

受
付
期
間
・
場
所
＝
７
月
１４
日

㈬
～
２３
日
㈮
午
前
９
時
～
正
午
、

午
後
１
時
～
５
時
・
市
役
所
３
階

３
０
１
会
議
室
（
土
・
日
曜
日
、

祝
日
を
除
く
）

問
合
せ
先
＝
開
発
指
導
課
（
☎

６４
・
１
３
４
１
）

【軽減措置】
●被保険者の均等割額
所得の低い人は、世帯（被保険
者全員と世帯主）の所得に応じて、
左表のとおり、保険料の被保険者

均等割額が軽減されます
年金収入で公的年金等控除を受
けた 65 歳以上の人は、公的年金
に係る所得から特別控除（15 万
円）を差し引いた額で軽減判定さ
れます
●被保険者の所得割額
所得割額の算定に係る基礎控除
後の総所得金額などが 58 万円以
下の人は、所得割額が 5割軽減さ
れます
●被扶養者であった人
制度加入の前日まで、会社の健
康保険・協会けんぽ・共済組合の
被扶養者であった人は、所得割は
かからず、均等割額が 9 割軽減
されます（国民健康保険・国民健
康保険組合の加入者は該当しませ
ん）
各社会保険などからの加入情報
に基づき、被扶養者軽減を京都府
後期高齢者医療広域連合が決定し
ますが、各社会保険などの情報に
漏れがある場合があります。制度
加入まで社会保険などの被扶養者
であったにもかかわらず、保険料
が軽減されていない人は、加入し
ていた社会保険などからの「資格
喪失証明書」を国保医療課へお持
ちください。
【問合せ先】
国保医療課（☎ 64-1374）

※
１　

京
田
辺
市
バ
リ
ア
フ
リ
ー

基
本
構
想
…
高
齢
者
・
障
が
い
の
あ

る
人
な
ど
、
あ
ら
ゆ
る
人
が
社
会
活

動
に
参
加
し
、
円
滑
に
移
動
で
き
る

ま
ち
づ
く
り
が
求
め
ら
れ
て
い
ま

す
。
同
基
本
構
想
は
、
心
の
バ
リ
ア

フ
リ
ー
に
つ
い
て
も
み
な
さ
ん
の
理

解
と
協
力
が
得
ら
れ
る
ま
ち
と
な
る

こ
と
を
目
指
し
、
策
定
を
進
め
て
い

ま
す※

２　

タ
ウ
ン
ウ
ォ
ッ
チ
ン
グ
…

高
齢
者
・
障
が
い
の
あ
る
人
・
ベ
ビ
ー

カ
ー
な
ど
で
子
ど
も
を
連
れ
て
歩
く

人
が
、
移
動
の
際
に
困
難
・
危
険
な

ど
障
壁
（
バ
リ
ア
）
と
感
じ
る
場
所

が
ど
こ
な
の
か
、
実
際
に
バ
リ
ア
を

感
じ
て
い
る
人
と
一
緒
に
街
を
歩
い

て
点
検
し
ま
す

※
３　

ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
…
タ
ウ

ン
ウ
ォ
ッ
チ
ン
グ
で
見
つ
け
た
問
題

点
に
つ
い
て
、
参
加
者
の
み
な
さ
ん

と
ア
イ
デ
ア
や
意
見
を
出
し
合
い
、

解
決
方
法
な
ど
を
探
っ
て
い
き
ま
す

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
被
保
険
者

に
、
８
月
１
日
㈰
か
ら
使
用
で
き
る

新
し
い
被
保
険
者
証
（
後
期
高
齢
者

医
療
）
を
１
人
１
枚
、
簡
易
書
留
郵

便
で
７
月
中
旬
に
郵
送
し
ま
す
。

新
し
い
被
保
険
者
証
が
手
元
に
届

い
た
ら
、
書
か
れ
て
い
る
住
所
・
氏

名
・
生
年
月
日
・
一
部
負
担
金
割
合

（
医
療
機
関
で
の
窓
口
負
担
割
合
）

を
確
認
し
て
く
だ
さ
い
。
一
部
負
担

金
割
合
は
、
平
成
２１
年
中
の
収
入
状

況
に
基
づ
い
て
判
定
し
ま
す
の
で
、

現
在
の
被
保
険
者
証
に
書
か
れ
て
い

る
割
合
か
ら
変
更
（
１
割
→
３
割
、

３
割
→
１
割
）
と
な
る
場
合
が
あ
り

ま
す
。

な
お
、
現
在
の
被
保
険
者
証
は
、

有
効
期
限
が
７
月
３１
日
㈯
ま
で
で

す
。
８
月
１
日
以
降
は
使
用
で
き
ま

せ
ん
の
で
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
被
保
険
者

で
市
民
税
が
非
課
税
世
帯
の
人
は
、

入
院
時
の
食
事
代
な
ど
の
負
担
額
が

減
額
さ
れ
ま
す
。
入
院
す
る
際
「
後

期
高
齢
者
医
療
限
度
額
適
用
・
標
準

負
担
額
減
額
認
定
証
」
の
申
請
を
し

て
く
だ
さ
い
。

な
お
、
現
在
「
後
期
高
齢
者
医
療

限
度
額
適
用
・
標
準
負
担
額
減
額
認

定
証
」
を
持
つ
人
は
、
有
効
期
限
が

７
月
３１
日
㈯
ま
で
で
す
の
で
、
８
月

１
日
㈰
以
降
引
き
続
き
入
院
す
る
人

は
、
申
請
が
必
要
で
す
。

申
請
に
必
要
な
も
の
＝
後
期
高
齢

者
医
療
被
保
険
者
証
（
保
険
証
）・

印
鑑申

請
・
問
合
せ
先
＝
国
保
医
療
課

（
☎
６４
・
１
３
７
４
）

市は、後期高齢者医療制度被
保険者へ、7 月中旬に平成 22
年度の保険料額決定通知書を郵
送しますので、内容を確認して
ください。

国民年金

後期高齢者医療制度

福祉医療費制度

ねんきん定期便の
年金記録相談会

京都府社会保険労務士会の
協力によるねんきん定期便の
年金記録相談会を開きます。
ねんきん定期便の内容で不
明な点はご相談ください。
日時＝ 7月 14 日㈬・21 日
㈬・28 日㈬、午前 9時 30 分
～午後 5 時（正午～午後 1
時を除く）
場所＝社会福祉センター
必要なもの＝▼ねんきん定
期便▼転職・転居した人は、
勤務先名・所在地・勤務期間・
転居前住所などを歴順に整理
したメモなど▼代理人が相談
する場合は、本人の年金手帳・
委任状・代理人の本人確認が
できるもの（運転免許証など）
問合せ先＝京都南年金事務
所（☎ 075-644-1165）


